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第一部【証券情報】
第１【募集要項】
１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 23,400株
・完全議決権株式

・単元株式数の定めはありません

 （注）１．平成21年12月９日開催の取締役会において、新株を引き受ける者の募集について決議しております。
２．平成22年２月15日に上記新株を引き受ける者の募集に関する国土交通大臣の認可を受けております。

　 　 　
２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当  －  －  －

その他の者に対する割当 23,400株 1,170,000,000 1,170,000,000

一般募集  －  －  －

計（総発行株式） 23,400株 1,170,000,000 1,170,000,000

 
（注）地方公共団体に対し新株を割り当てる予定であります。なお、当社と割当予定先との関係等は、以下のとおり

      であります。

割当予定先 住所
割当予定株

式数
払込金額（円） 当社との関係

大阪府知事 大阪市中央区大手前２丁目１－22 11,360株 568,000,000当社株主

大阪市長 大阪市北区中之島１丁目３－20 5,680株 284,000,000当社株主

和歌山県知事 和歌山県和歌山市小松原通１丁目１ 1,640株 82,000,000当社株主

兵庫県知事 神戸市中央区下山手通５丁目10－１ 1,640株 82,000,000当社株主

堺市長 大阪府堺市堺区南瓦町３－１ 1,100株 55,000,000当社株主

神戸市長 神戸市中央区加納町６丁目５－１ 820株 41,000,000当社株主

徳島県知事 徳島県徳島市万代町１丁目１ 440株 22,000,000当社株主

京都府知事 京都市上京区下立売通新町西入藪之内町85－４ 280株 14,000,000当社株主

奈良県知事 奈良県奈良市登大路町30 220株 11,000,000当社株主

滋賀県知事 滋賀県大津市京町４丁目１－１ 220株 11,000,000当社株主

合計   23,400株 1,170,000,000 

 
 
 （２）【募集の条件】

発行価格（円） 資本組入額（円）
申込株

数単位
申込期間

申込証拠金

（円）
払込期日

50,000 50,000  １株
自 平成22年３月16日

至 平成22年３月18日

１株につき

50,000円
平成22年３月25日

注１．申込方法は、申込期間内に下記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

注２．申込証拠金は、払込期日に払込金に振替充当します。

注３．申込証拠金には、利息をつけません。

 
 
（３）【申込取扱場所】

　　　　下記払込取扱場所に同じであります。また、各払込取扱銀行の全国各支店においても申込の取次ぎを致します。
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（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社　三菱東京ＵＦＪ銀行　大阪公務部

株式会社　みずほコーポレート銀行　大阪営業部

株式会社　三井住友銀行　大阪公務部

株式会社　りそな銀行　大阪公務部

株式会社　あおぞら銀行　関西支店

株式会社　新生銀行　大阪支店

住友信託銀行株式会社　本店営業部

株式会社　池田銀行　堂島営業部

株式会社　紀陽銀行　大阪支店

株式会社　京都銀行　大阪支店

株式会社　徳島銀行　大阪支店

株式会社　南都銀行　大阪中央営業部

株式会社　みなと銀行　本店営業部

大阪市中央区伏見町３－５－６

大阪市中央区今橋４－２－１

大阪市中央区北浜４－７－１９

大阪市中央区備後町２－２－１

　大阪市中央区本町３－５－７

　　大阪市中央区瓦町３－５－７

　大阪市中央区北浜４－５－３３

　大阪市北区西天満２－６－８

　　大阪市北区堂島２－１－４３

　　大阪市中央区淡路町３－６－３

大阪市中央区島之内１－８－１２

　　大阪市中央区今橋２－２－２

　　神戸市中央区三宮町２－１－１

 
 
３【株式の引受け】

　　　該当事項はありません。

 
 
４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,170,000,000 9,650,000 1,160,350,000

 
（２）【手取金の使途】

　　　　手取概算額1,160,350,000円については、空港の建設事業等の設備投資資金に全額充当する予定であります。

　　　

　　　（注）第四部組込情報 有価証券報告書（第25期事業年度）の「第一部　企業情報　第３　設備の状況　３　設

　　　　　　備の新設、除却等の計画」で挙げております「空港の建設事業　用地造成事業」に対して、今回の増資 資

　　　　　　金を全額充当する予定であります。

 
 
第２【売出要項】
　　　　該当事項はありません。

 
 
第３【第三者割当の場合の特記事項】
１【割当予定先の状況】

　a  割当予定先の概要

　　　 割当予定先の名称及び所在地については、「第１ 募集要項 ２ 株式募集の方法及び条件 （１） 募集の方

　　 法」に記載のとおりであります。
 

b  提出者と割当予定先との関係

資本関係
割当予定先は当社普通株式を合計3,464,140株（保有割合21.31％）保有してお

ります。

その他
割当予定先のうち、大阪府知事は連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す

る規則第15条の４に定める関連当事者に該当しております。

 
 
　c  割当予定先の選定理由

当社株主である地方公共団体から割当予定先を選定しております。 
 

d   割り当てようとする株式の数
「第１ 募集要項 ２ 株式募集の方法及び条件 （１） 募集の方法 」に記載のとおりであります。
 

e  株券等の保有方針

　　 　割当予定先による保有方針については、確認しておりません。

 
　f　払込みに要する資金等の状況
　　　 割当予定先において本第三者割当増資に係る予算が措置され執行される予定であることから、払込みについて問
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    題ないと判断しております。

 

　g  割当予定先の実態

　　 　割当予定先は全て地方公共団体であり、特定団体等には該当せず、それらとの関係もございません。

 

 

２【株券等の譲渡制限】

　　　譲渡制限は設けておりません。

 
 

３【発行条件に関する事項】

　　　当社は会社設立当初より１株当たりの発行価額を一律50,000円としていることから、既存株主と割当予定先株主と

    の間での公平性を確保するため、今回の増資につきましても１株当たりの発行価額は50,000円としております。

 

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　　　該当事項はありません。

 

 

５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

総議決権数に

対する所有権

議決数の割合

割当後の所有

株式（株）

割当後の総議決権

数に対する所有議

決権数の割合

国土交通大臣
東京都千代田区霞が関

２丁目１－３
9,590,00059.00%9,590,000 58.92%

大阪府知事
大阪市中央区大手前２

丁目１－22
1,779,60010.95%1,790,960 11.00%

財務大臣
東京都千代田区霞が関

３丁目１－１
1,244,001 7.65% 1,244,001 7.64%

大阪市長
大阪市北区中之島１丁

目３－20
889,460 5.47% 895,140 5.50%

兵庫県知事
神戸市中央区下山手通

５丁目10－１
247,520 1.52% 249,160 1.53%

和歌山県知事
和歌山県和歌山市小松

原通１丁目１
247,520 1.52% 249,160 1.53%

神戸市長
神戸市中央区加納町６

丁目５－１
123,660 0.76% 124,480 0.76%

徳島県知事
徳島県徳島市万代町１

丁目１
65,900 0.41% 66,340 0.41%

株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行

東京都千代田区丸の内

２丁目７－１
53,160 0.33% 53,160 0.33%

株式会社みずほ

コーポレート銀行

東京都千代田区丸の内

１丁目３－３
43,700 0.27% 43,700 0.27%

計 － 14,284,52187.89%14,306,101 87.89%

 

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

　　　該当事項はありません。

 
 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　　　該当事項はありません。

 

 

８【その他参考になる事項】

　　　該当事項はありません。

 
 
第４【その他の記載事項】
　　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
第１【公開買付けの概要】
　　　　該当事項はありません。

 
 
第２【統合財務情報】
　　　　該当事項はありません。

 
 
第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
　　　　該当事項はありません。

 
 

第三部【追完情報】
　　　後掲「第四部　組込情報」の有価証券報告書（第25期事業年度）提出日以降、本有価証券届出書提出日（平成22年

    2月15日）までの間において新たに追加及び変更の生じた項目は、有価証券報告書（第25期事業年度）の「第一部　

    企業情報　第２　事業の状況　４　事業等のリスク」及び「第一部　企業情報  第３　設備の状況　３　設備の新

    設、除却等の計画」であります。その内容は以下の通り追加・修正し、該当箇所を下線で示しております。なお、文

　　中における将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日現在における当社の判断に基づき記載しております。

　　　一方、当該有価証券報告書（第25期事業年度）中における将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日現在にお

    いて変更の必要はないと判断しております。

 
　１　事業等のリスク

 
　　（１）～（２）　前略

 
　　（３）補給金制度について

　　　　　前述のとおり、平成14年12月17日の閣議決定を踏まえ、翌18日の財務大臣と国土交通大臣との間で交わされた合意

        において「関西国際空港株式会社の安定的な経営基盤を確立し、有利子債務の確実な償還を期すため、新たな補給金

        制度を設けることとし、毎年度の予算の範囲において継続的に措置する。」とされたことを受けて、平成15年度より

        政府から当社に対して毎年度90億円の補給金が投入されておりました。

　　　　　平成22年度につきましては、関西国際空港の需要拡大を通じた経営改善を図ることにより、近い将来補給金が不

        要となるような大阪国際空港との関係を含めた抜本的解決策を国土交通省において平成22年6月には得ることとな

　　　　り、政府予算案としては当該抜本的解決策が得られた場合に執行する予算として、当社への補給金75億円が計上され

　　　　ました。

 
　　（４）当社の財務構造の抜本改善について

　　　　　関西国際空港の国際競争力強化に向けた当社の財務構造の抜本改善の必要性については、「アジア・ゲートウェイ

        構想」（平成19年5月16日取りまとめ）、「交通政策審議会航空分科会答申」（平成19年6月21日）、空港法に基づく

        「空港の設置及び管理に関する基本方針」（平成20年12月24日告示）に明記されるなど、国にもその重要性を認識し

        ていただいております。また、平成21年2月17日に橋下大阪府知事を始め、関西圏2府6県4政令都市の首長が連名で発

        表した「関西国際空港の機能強化に向けた緊急共同アピール」を受け、同年2月20日、金子国土交通大臣から橋下知

　　　　事に対して関空会社の財務構造の抜本改善を図る旨を説明されております。

　　　　  なお、前述（3）に記載の通り、平成22年6月には国土交通省より後述（5）②の問題を含めた抜本的解決策が示さ

　　　　れる予定であり、当該解決策の内容及びこれに関連する政策決定等により、当社の事業運営、経営成績及び財政状態

　　　　に影響を及ぼす可能性があります。

 
 
　　（５）他空港との競合及び影響について

①　　　　　中略

 

　　　② 関西3空港問題について

　　　　　平成17年11月14日に開催された関西3空港懇談会（関経連会長を座長とし、大阪府知事、大阪市長、兵庫県知事、

　　　　神戸市長をメンバーとする）の場において、「関西国際空港は西日本を中心とする国際拠点空港であり、関西圏の国

　　　　内線の基幹空港。国際線が就航する空港は、今後とも関空に限定することが適当。伊丹空港は国内線の基幹空港で環

　　　　境と調和した都市型空港。神戸空港は150万都市神戸及びその周辺の国内航空需要に対応する地方空港。」とするこ

        とが国土交通省航空局より説明され了承されました。 

          また、大阪国際空港につきましては、平成16年9月に国土交通省航空局の「大阪国際空港の今後の運用について」

　　　  において、高騒音機材（3発機及び4発機）の就航禁止やＹＳ代替ジェット枠の見直しがなされ、総枠370（ジェット

　　　  枠200、プロペラ枠170）を上限として運用することとされ、ジェット枠については中・近距離路線に優先的に使用

　　　  し、長距離路線には使用しないよう努めることとされました。

　　　　　平成21年12月14日に開催された同懇談会では、3空港の将来の経営統合を念頭に、平成23年度から3空港の「一元管

　　　  理」を目指すことが正式に合意されました。
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（６）～（９）　中略

 

（10）本邦航空会社の事業再建問題について

本邦航空会社に対し企業再生支援機構による再建策の方向性が示される中、同社は当社グループの主要な販売先で

あることから、減便や運休、路線の廃止が行われれば、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
 

　２　設備の新設、除却等の計画

　　（１）重要な設備の新設等計画

　　　  当社及び連結子会社は、２期事業として、１期島との連絡道路等の施設整備を実施するとともに、未完成の護岸嵩上

      げ工事等の用地造成事業を進めていくこととしております。

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      平成21年３月31日

事業の名称
投資予定金額

（百万円）
設備等の主な内容 資金調達の方法

空港の建設事業 11,120

国際貨物地区整備（連絡道路工事）

用地造成事業（護岸嵩上げ工事等）

幹線道路耐震補強工事等 

増資資金、社債発行資金

機能施設及び

利便施設の建設事業
1,258航空旅客取扱施設の工事等 

（削除）、社債発行資金、

借入金 

空港の管理事業

2,937ＰＴＢ消防防災システム更新（21～24年度） 自己資金 

1,802Ｐ誘導路・灯火改修工事（21～23年度） 自己資金

1,602航空灯火・電力監視制御設備更新（21～22年度） 自己資金 

1,264ＰＴＢ監視制御設備更新（21～23年度） 自己資金 

　（注）１．上表の予算額には、消費税等が含まれております。
　　　　２．金額については、百万円未満の金額を切り捨てて表示しております。
 
　　（２）　略
 
 

第四部【組込情報】
 
　　　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度　　　自　平成20年４月１日

（第25期）　　 至　平成21年３月31日

平成21年６月25日

近畿財務局長に提出

半期報告書
事業年度　　　自　平成21年４月１日

（第26期中）　 至　平成21年９月30日

平成21年12月18日

近畿財務局長に提出

 
なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用したデ

ータを「開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）」Ａ

４－１に基づき本届出書の添付書類としております。

 
 

第五部【提出会社の保証会社等の情報】
　　　　　　該当事項はありません。

 
 

第六部【特別情報】
第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

関西国際空港株式会社(E04351)

有価証券届出書（組込方式）
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 独立監査人の監査報告書  

   平成20年６月26日

関西国際空港株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　幸男　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　聡　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

関西国際空港株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関西国際

空港株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

関西国際空港株式会社(E04351)

有価証券届出書（組込方式）
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独立監査人の監査報告書

   平成21年６月17日

関西国際空港株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石黒　訓　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　聡　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

関西国際空港株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関西国際

空港株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

関西国際空港株式会社(E04351)

有価証券届出書（組込方式）
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 独立監査人の監査報告書  

   平成20年６月26日

関西国際空港株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　幸男　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　聡　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

関西国際空港株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関西国際空港

株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類
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有価証券届出書（組込方式）
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 独立監査人の監査報告書  

   平成21年６月17日

関西国際空港株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石黒　訓　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中山　聡　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

関西国際空港株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第25期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関西国際空港

株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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